

















































ず、争点（ 4 ）および（ 5 ）については省略する。





























































































































































































　さらに、船舶先取特権の成立については、通則法13条の 1 項によるのか 2 項に














































































































































































































































るためにどのように同条 1 項を解釈するのかということと、 2 項の射程外である
こととをきちんと説明しなければならない。⑧説は、船舶先取特権の成立につ











年 1 月23日下民集22巻 1 ・ 2 号52頁、高松高決昭和60年 4 月30日判タ561号150
頁、そして広島高決昭和62年 3 月 9 日判時1233号83頁、②説に分類できるのが山
口地柳井支判昭和42年 6 月26日下民集18巻 5 ・ 6 号711頁、および広島地呉支判
昭和45年 4 月27日下民集21巻 3 ・ 4 号607頁、①説または③説と思われるのが東
京地判昭和51年 1 月29日下民集27巻 1 ─ 4 号23頁、⑤説と同様の結論になるのが
東京地決平成 3 年 8 月19日判タ764号286頁、および東京地決平成 4 年12月15日判
タ811号229頁、そして、船舶先取特権の存否を旗国法により判断するのみのため









































































のであっても、その 1 項によるのか 2 項によるのかは明らかにされていなかっ



















































































（ 1 ）　公刊されていない裁判例であるが通則法13条 2 項によるものとして、松井孝之＝黒澤謙一
郎「法の適用に関する通則法施行後の船舶先取特権の準拠法をめぐる最近の議論および裁判例
について―近時の定期傭船者倒産事例の紹介」NBL899号（2009年）36頁に福岡高決平成20年







































































































斐閣、2014年）307頁は、法例10条 2 項（通則法13条 2 項）によるとする。
（55）　同様の指摘をするものとして、田辺信彦「判批」ジュリ643号（1977年）169頁。
（56）　森田博志「判批」ジュリ1051号（1994年）127─128頁。
（57）　射程を自動車に限るとするのは、尾島明「判解」法曹時報57巻 4 号（2005年）1318頁。こ
れに反対するのが、横溝大「判批」法協120巻 7 号（2003年）1473頁。
（58）　石黒・前掲注（10）国際私法390頁や道垣内・前掲注（54）303─310頁くらいである。
（59）　道垣内・前掲注（ 5 ）682─683頁。
（60）　遠藤浩＝鎌田薫編『基本法コンメンタール物権［第 5 版］新条文対照補訂版』（日本評論
社、2005年）185頁〔第303条、平田春二執筆〕。
